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これまでの政府・与党による主な改善策について

平成２１年度 平成２０年度（経過的措置）

① 均等割の軽減について
・ ７割軽減世帯のうち、長寿医療制度の被保険者の全員
が年金収入で８０万円以下（その他の各種所得はない）
の世帯について、９割軽減とする。
・ 京都府における９割軽減後の保険料額４，５１１円
（※均一保険料市町）

① 均等割の軽減について
・ ７割軽減世帯で８月まで年金から支払ってい
る方は、１０月からは保険料を徴収しない。
・ ７割軽減世帯で納付書等で納めていただく方
にも同等の軽減措置（８．５割軽減。）
・ 京都府の年額保険料は、６，６００円
（※均一保険料市町）

②所得割の軽減について(２０年度と同様) ②所得割の軽減について
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・ 所得割を負担する方のうち、所得の低い方（所得５８万

円以下。年金収入のみの場合、153万円から211万円まで
の被保険者）について、所得割額を５割軽減する。

・ 所得割を負担する方のうち、所得の低い方
（所得５８万円以下。年金収入のみの場合、153
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被扶養者に対する軽減措置（本則）

加入から２年間 均等割・・・５割軽減 所得割・・・所得割は課さない

平成２１年度の措置（平成２０年８月２９日安心実現のための緊急総合対策）

・ 平成２１年度についても、均等割額の９割を軽減

・ 平成２２年度以降の取扱については、与党ＰＴにおいて
引き続き検討される。

平成２０年度の措置

・ 平成２０年度については、４月～９月は保険料
負担を凍結、１０月～３月は、均等割額の９割を
軽減
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平成２０年度の対応（経過的措置）

【均等割】

２０年度については、７割軽減世帯で８月まで年金から支払っている方については、１０月からは保

険料を徴収しない。なお、７割軽減世帯で納付書等で納めていただく方にも同等の軽減措置を講ずる。

（８．５割軽減。軽減後の京都府の均等割保険料年額は６，６００円※均一保険料市町)
【所得割】

所得割を負担する方のうち、所得の低い方（年金収入のみの場合、153万円から211万円までの被保険
者）について、５割軽減する。
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割

年金収入でみた軽減イメージ

所得割賦課ライン

５割軽減

【夫婦世帯の例（妻の年金収入１３５万円以下の場合）】

約２万３千人

７割軽減
５割軽減

（約５千人）

夫の年金収入

応
益
分

〔
被
保
険
者
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割
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割
〕

１６８万円 １９２．５万円 ２３８万円

２割軽減

（約１万６千人）

所得割賦課ライン
１５３万円

２１１万円

【８．５割軽減】（約９万３千人）
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平成２１年度の対応

【均等割】
均等割の７割軽減を受ける世帯のうち、長寿医療制度の被保険者全員が、年金収入８０万円以下（その他各
種所得がない）の場合に９割軽減する。（軽減後の京都府の均等割保険料年額は４，５１１円※均一保険料市町）
【所得割】
所得割を負担する方のうち、所得の低い方（年金収入のみの場合、１５３万円から２１１万円まで）につい
て、５割軽減する。

＊ なお、平成２２年度以降も同様の措置が講じられる見込み

応
能
分

〔
所
得
割
〕

【年金収入でみた軽減イメージ】

５割軽減

【夫婦世帯の例（妻の年金収入１３５万円以下（９割
軽減の対象は８０万円以下）の場合）】

７割軽減
５割軽減

夫の年金収入

応
益
分

〔
被
保
険
者
均
等
割
〕

２割軽減

【９割軽減】

168万円

192.5万円

238万円153万円80万円 211万円
３



○ 被用者保険の被扶養者であった方については、制度加入時から２年間の軽減措置（均等割５
割軽減）に加えて、
・ 平成２０年４月～９月の半年間は保険料負担を凍結し、
・ 平成２０年１０月～平成２１年３月の半年間は、均等割を９割軽減した額としている。
（軽減後の京都府の均等割保険料年額は２，２５５円※均一保険料市町）

○ 平成２１年４月から平成２２年３月までの１年間においても、同様に９割軽減の措置を継続する。
（軽減後の京都府の均等割保険料年額は４，５１１円※均一保険料市町）

被用者保険の被扶養者の９割軽減措置の継続について

本来
保険料

均等割
５割減

均等割
９割減

○ 平成２２年度以降のあり方については、今後検討する。

２０年１０月 ２１年４月 ２２年４月２０年４月

地方負担
（法律上の措置）

国庫負担
（予算上の措置）

平成20年度（約３万３千人） 平成21年度

４



【問題の所在】
○ 長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の創設により、現役並み所得者の判定基準について、同一の
世帯に属する被保険者のみの所得及び収入をもとに判定することとしたことに伴い、一部に現役並み
所得者に移行する方が生じている。

〈対象者〉
○ 課税所得１４５万円以上及び年収３８３万円以上であり、同一世帯に他の長寿医療制度の被保険者
がいない者であって、かつ、その者及び同一世帯の７０歳上の者の年収の合計が５２０万円未満のもの。

〈経過措置〉
○ 平成２０年８月からの２年間は、上記対象者は３割負担となるが、その者及び同一世帯に属する７０
歳以上の者の年収の合計が５２０万円未満である旨の申請をすれば、自己負担限度額について一般
並みに据え置く経過措置を設けている

長寿医療制度の創設により新たに現役並み所得者になる方への対応について

並みに据え置く経過措置を設けている。

【改正内容】
○ 上記対象者が、その者及び同一世帯に属する７０歳以上の者の年収の合計が５２０万円未満である
旨の申請をすれば、 １割負担とする。

【施行日】
○ 平成２１年１月１日施行

Ｈ20．4～Ｈ20．7
定率負担 １割
自己負担限度額 ４４，４００円
外来限度額 １２，０００円

H20．8～
３割
４４，４００円

１２，０００円

H21．1～
１割
４４，４００円

１２，０００円 ５



【問題の所在】

月の途中で７５歳の誕生日を迎えて長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の被保険者となる場合、
それまで加入していた医療保険制度（国保・被用者保険）で自己負担限度額まで負担し、長寿医療
制度でも自己負担限度額まで負担することとなることから、被保険者から見れば、一部負担金等の
額が前月と比べて２倍となることが生じうる。

【改正内容】

７５歳到達月については、誕生日前の医療保険制度（国保・被用者保険）と誕生日後の長寿医療
制度におけるそれぞれの自己負担限度額を本来額の２分の１に設定する。→（７５歳到達月におけ
る自己負担限度額の特例）

【施行日】

７５歳到達月の患者負担の限度額が２倍となることへの対応について

４月 ５月 ６月７５歳年齢到達日

４４，４００円
４４，４００円

↓
２２，２００円

４４，４００円
↓

２２，２００円
４４，４００円

国保
（健康保険）

長寿医療

【施行日】

平成２１年１月１日施行

【具体例】（自己負担限度額の区分が一般の場合）

７月

４４，４００円 ４４，４００円８８，８００円 → ４４，４００円 ６



① 当初の取扱い

法律上、徴収方法を被保険者ごとの完全な選択制とすることはできない。

○ 保険料は、原則として年金から特別徴収（引き落とし）することが法律で規定されている。

（高齢者の医療の確保に関する法律第１１０条において準用する介護保険法第１３５条第１項）

○ 普通徴収ができる場合は、次のとおり。

・ 災害その他の特別の事情があり、特別徴収の方法によることが著しく困難であるもの

・ 年金額が１８万円未満の者又は長寿医療の保険料と介護保険の保険料との合計額が年金額の２分

の１を超える者

年金からの保険料徴収に係る対応について

② ６月１２日政府・与党決定による普通徴収の範囲の拡大

次の方は 市町村に申し出て 確実な納付が見込める方と認められた場合は 口座振替（普通徴次の方は、市町村に申し出て、確実な納付が見込める方と認められた場合は、口座振替（普通徴

収）により、納付ができることとされた。（７月２５日に改正政令公布）

○ 国保の保険料を直近２年間滞納なく確実に納付していた方（本人）

○ 年金収入が１８０万円未満の方で、その方の世帯主又は配偶者が、本人に替わって口座振替により

保険料を納付する方

③ １１月１８日与党プロジェクトチーム取りまとめによる見直しの方向性

上記２の要件を撤廃し、口座振替（普通徴収）と年金からの引き落とし（特別徴収）との選択に

より、保険料の納付ができるようにする。→ 来年４月からの実施に向け政令が改正される予定

○ 「市町村が認める方」という要件は引き続き置かれ、保険料の納付が見込まれない方は口座振替への

変更を認めないこと、振替不能となった場合は特別徴収へ戻すことは可能とされている。

７



被保険者資格証明書の運用の考え方（案）について

１ 概 要

○ 保険料を１年以上滞納している被保険者については、特別の事情があると認められる

場合を除き、被保険者資格証明書（以下「資格証」という。）を発行することが、法に規定さ

れた。

○ 厚生労働省は、実際の運用に当たっては、広域連合ごとに統一的な基準を定め、市町

村と広域連合の連携のもと、運用するよう求めている。

○ 保険料の滞納者に対しては、できる限りの接触を図り、滞納に至った事情を十分に聴

取し、きめ細やかな納付相談や納付指導を行うなど、それぞれの個別事情に配慮し、実

態に応じた適切な運用を行う。

○ 結果 納付相談に応じない 保険料を支払う能力があるにも関わらず資力に見合 た
２ 運用の考
え方（案）

○ 結果、納付相談に応じない、保険料を支払う能力があるにも関わらず資力に見合った

納付計画を示さない又は納付計画に沿った納付を行わないなど、真にやむを得ない場合

【説明】
・ 政府･与党決定の趣旨及び厚生労働省が示した一定の考え方に準拠
・ 負担の公平性に配慮
・ 国民皆保険制度の維持

参 考
（考慮事項）

○ 資格証明書の運用に当たっては、相当な収入があるにもかかわらず、保険料を納めない悪質な
者に限って適用する。それ以外の方々に対しては、従前どおりの運用とし、その方針を徹底する。
（20.6.12政府･与党決定「高齢者医療の円滑な運営のための負担の軽減等について」）
○ 厚生労働省が全国会議、Ｑ＆Ａ等で、資格証発行対象から保険料軽減世帯を除くといった一定
の考え方について言及

８



参 考

９

⑴ 被保険者証の返還及び資格証明書の交付に関する関係法令等

高齢者の医療の確保に関する法律（抄）
高齢者の医療の確保に関する法律施行令

（抄）

高齢者の医療の確保に関する法律施行規

則（抄）

【法律の規定】 【政令で定める特別の事情】 【厚生労働省令で定める期間】

（届出等）

第５４条 （前 略）

４ 後期高齢者医療広域連合は、保険料を滞納してい

る被保険者（中略）が、当該保険料の納期限から厚

生労働省令で定める期間が経過するまでの間に当

該保険料を納付しない場合においては、当該保険料

の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事

情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で

定めるところにより、当該被保険者に対し被保険者

証の返還を求めるものとする。

（中 略）

６ 前２項の規定により被保険者証の返還を求めら

れた被保険者は、後期高齢者医療広域連合に当該被

保険者証を返還しなければならない。

７ 前項の規定により被保険者が被保険者証を返還し

たときは、後期高齢者医療広域連合は、当該被保険者

に対し、被保険者資格証明書を交付する。

（以下略）

（法第５４条第４項に規定する政令で定め

る特別の事情）

第４条 法第５４条第４項に規定する政令

で定める特別の事情は、次に掲げる事由に

より保険料を納付することができないと

認められる事情とする。

⑴ 保険料を滞納している被保険者又は

その属する世帯の世帯主（以下この条に

おいて「滞納被保険者等」という。）が

その財産につき災害を受け、又は盗難に

かかったこと。

⑵ 滞納被保険者等又はその者と生計を一

にする親族が病気にかかり、又は負傷した

こと。

⑶ 滞納被保険者等がその事業を廃止し、

又は休止したこと。

⑷ 滞納被保険者等がその事業につき著

しい損失を受けたこと。

⑸ 前各号に類する事由があったこと。

（法第５４条第４項の厚生労働省令で定め

る期間）

第１４条 法第５４条第４項の厚生労働省

令で定める期間は、１年間とする。



参 考

１０

⑵ 20.6.12政府･与党決定「高齢者医療の円滑な運営のための負担の軽減等について」（抄）

７ 資格証明書の運用に当たっては、相当な収入があるにもかかわらず保険料を納めない悪質な者に限って適用

する。それ以外の方々に対しては、従前通りの運用とし、その方針を徹底する。

⑶ 資格証明書に関する政府の運用方針Ｑ＆Ａ（厚生労働省）

Ｑ 資格証明書の運用に当たっては、「相当な収入」があるにもかかわらず保険料を納めない悪質な者に限って

適用する。それ以外の方々に対しては、従前どおりの運用とし、その方針を徹底することとしているが、具体

的にはどのように運用するのか。

Ａ１ 資格証明書の交付は、広域連合が行うものであり、その運用にあたり、市町村単位で判断基準が大きく

乖離しないよう、広域連合ごとに統一的な基準を設けていただきたい。

２ その上で、市町村においては、納付相談等により被保険者と接触する機会を通じ、広域連合ごとの基準に

照らして、個々の事例ごとに特別の事情の有無を判断していただくことになる。

３ 「相当な収入」についても、各地域における生活様式や物価差による生活水準の差などを考慮する必要が

あるが、例えば、被保険者均等割軽減世帯に属する者には交付しないなど、広域連合ごとに、統一的な運用

基準を設けていただき、広域連合と市町村の連携のもと、適切に運用していただきたい。

Ｑ 資格証明書の運用について、相当な収入があるにもかかわらず保険料を納めない悪質な人以外の人に対して

は、従前どおりの運用とするとあるが、従前どおりの運用とは具体的にどのようなものか。

Ａ 国保と同様に、特別の事情の有無を判断して適切に運用することとなる。
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３ 京都府補助金による保険料率の引き下げについて

補助金の趣旨、目的及び内容等 補助金の効果

○ 後期高齢者の保険料を軽減するための独自の

支援を行う。

○ 広域連合が負担する健診に要する経費（財源

は保険料）に対し助成を行うことにより、保険

料による負担を減らし、保険料を軽減する。

○ 補助金予算額 ７８，６５０千円

広域連合は、議会（平成２０年３月１日開催）

の議決を経て、条例を改正し、保険料率の引き下

げを行った。

○ 均等割保険料

区 分 改定前 改定後

均一（下記市町村以外） ４５，２５０円 ４５，１１０円

綾部市 ３９，５３０円 ３９，４１０円

宮津市 ３９，０２０円 ３８，８９０円

京丹後市 ３９，６５０円 ３９，５２０円

南山城村 ３９，４８０円 ３９，３６０円

京丹波町 ３９，４４０円 ３９，３２０円

伊根町 ３７，３１０円 ３７，１９０円

与謝野町 ３７，４４０円 ３７，３２０円

○ 所得割率

区 分 改定前 改定後

均一（下記市町村以外） ８．３２％ ８．２９％

綾部市 ７．２７％ ７．２５％

宮津市 ７．１８％ ７．１５％

京丹後市 ７．２９％ ７．２７％

南山城村 ７．２６％ ７．２４％

京丹波町 ７．２６％ ７．２３％

伊根町 ６．８６％ ６．８４％

与謝野町 ６．８９％ ６．８６％


